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党合流
問 題

県連合臨時大会

12 月６日開催！

すでに新聞報道等でご承知のことと思いますが、社

民党全国連合は 11月 14 日、全国臨時大会を開催し

『党に残るも合流するも理解し合う』という事実上の

分立を採択しました。これを踏まえ、県連合は 21日、

総支部代表を交えた拡大常任幹事会を開催しました。

会議では全国大会の議論状況が報告され、青森県連

合としては『可能な限り県連合全体で立憲民主党への

合流を目指す』方針を提起し、12 月６日に県連合臨時

大会を開催することとなりました。

総支部としては 28日、県連合山名副代表が臨席し全

党員集会を開催し、『党員個々の意思を丁寧に確認しな

がら、残留希望をする党員への対応もきちんと対処す

る』ことを前提に県連合方針に賛成する立場を確認し

ました。 今後、具体的な手順などが明らかになった

時点で総支部としても機関会議を開催する予定です。

11 月 28日、下北総支部全党員集会開催！

山名県連合副代表・八戸市議より議案説明
県連合方針に賛成の立場で臨時大会へ臨むことを確認

午前 10 時より開催された党員集会では以下のような意見や

質問が出されました。要約すれば以下のとおりです。

①12/６の臨時大会の位置づけ～県連執行部が実質合流に向け

て対外折衝も含め動き出すことを認め合い、具体的な作業に入

ることを確認する。

②臨時大会以降の具体的なスケジュール～２月に最終準備を終

え、一定の会議を招集し再出発の節目とする。

③県内の各総支部の今後の対応～県連合の一連の動きの中で課

題のひとつとして統一的な対応の指導があるだろう。それ以降

それぞれの総支部が動くことになると思われる。

④党員個人の合流や残留への意思表示の方法～臨時大会以降、

総支部が個別党員へ合流または残留及び社民フォーラムへの参

加可否の意思確認をする。その際は統一した書式などを県連で

作る。（具体的な手法は総支部に委ねることになるだろう）

⑤協力党員の対応～基本党員と同様な取り扱いとしたい。

⑥社民フォーラムに対する立憲民主党サイドの考え方～中央レ

ベルで水面下での協議はあり、理解を得ている。

⑦合流、社民フォーラムへ移行した場合の党費、会費などは～

立憲民主党費は年間 4000 円であり、社民フォーラム会費を合

算しても平均的な現状の党費程度としたい。

⑧社会新報や月刊誌の取り扱い～現段階で明確ではないが年内

をもって現在のスタイルは終了するであろう。

⑨支援してきた労働組合との関係は～県レベルでは社民フォー

ラムの立ち上げとセットで平和労組会議との協議を行う。

⑩立憲民主党の地域組織がないところでの対応～これからの課

題として立憲民主党と社民フォーラムで協議を進める。

拡大常幹の模様を報じた東奥日報（11/22）

県連合拡大常任幹事会の模様

いずれにしても多くの具体的な課題はこれから、といった

感じで、総支部としてもストンと胸に落ちた感じには程遠い

ものがあります。臨時大会では原案賛成の立場で議論に参加

していくこととします。  次ページに議案抜粋を掲載



【県連合臨時大会議案・抜粋】

青森県連としての考え方

昨年 12 月６日に「枝野代表からのよびかけ」以来、県

連の各総支部はかつてないほどの議論を交わしてきた。

そして、県連として「合流賛成」「最終的には全国連合の

大会決定に従う」とし、２月の定期大会、11 月の臨時大

会に臨み、意見書の提出も行ってきた。

そこで、今臨時大会においては、臨時全国大会の決定

（党員・党組織が、「立憲民主党へ合流し、社会民主主義

の継承・発展をめざす」選択をすることも、「社民党を残

し、社会民主主義の実現に取り組んでいく」選択をする

ことも、いずれも理解し、円滑に進むようにします。）に

基づき、県連としては合流の道を選択する。

したがって、県連としては合流することとし、組織的

に社民フォーラム（下段参照）に移行し、社民党に残る

党員の意志も尊重したい。そのため、臨時大会以降各総

支部において各党員の意志を確認（年内）してもらい、

社民党に残る党員の代表者と事務的な残務処理の協議を

行っていく。

合流の意義と目標について

(1)県連の現状について

まず第一に認識すべきことは、社民党の現状について

である。県連内の党員平均年齢は約６９才であり、県議

の議席を失って１０年を経て、かつ市町村議員も７名

（党籍有）と減ってきていることから、行政に対する影

響力も減ってきていること。

第二に、年齢構成から党費収入の減収と、議員党費の

減収から党財政が逼迫していることや、一般会計の重要

な収入源である機関紙会計にしても、県連内では社会新

報５４６部と年々減部となっており一般会計への繰り入

れも厳しい状況にあること。

第三に、政党は議員を擁立し選挙を闘うことにある。

しかし、県内で県議・市町村議員の擁立も厳しく、国政

選挙についても候補擁立はもとより闘うための財源さえ

ないのが現実である。

第四に、年齢的に各種行動を行うにしても足腰の弱さ

は否めず、運動量の低下は顕著に表れている。

以上のことから、社民主義（社会の格差是正）の理念

（平和・自由・平等・共生）を訴え、県内課題である反

基地・反原発の運動をこれまでどおり継承していけるの

かの将来性は見込めないのではないか。この点からも、

合流を選択するに至った。

(2)合流の意義について

県連の現状を踏まえ、これまで社民党としてまた県連

として進めてきた運動の継承を考えると、合流しいくら

かでも影響力を持たせ進めていくことも必要と考える。

県内においては、上十三・東青・下北に旧立憲・国民の

党組織は存在していないことからも、この三地区での社

民党勢力の影響力は大きいものであり、これまでの運動

の継承は可能と考える。

したがって、合流の意義については、①国政はもとよ

り県政における自公政権に歯止めをかけるための大きな

かたまり②社民主義の堅持と護憲・平和・反核・反原発

運動の継承すること。

合流後の目標としては、現職の議員は当然として、立

憲内への影響力を高めつつ、これまでの運動を広げてい

くことにある。

今後のスケジュール

12 月６日 県連合臨時大会（アラスカ会館）

12 月   社民フオーラム設立準備会設置

※各総支部において各党員の意思確認を年内に終える。

     残留代表者との協議

    立憲との協議（事前協議）

１月   社民フオーラム設立及び県平労との協議

  立憲と具体的協議          

【社民フォーラムについて】
11 月 14 日に開催された臨時全国大会では、周知のと

おり議案は採択となりました。今後は新生社民党と社民

フォーラムという二つの組織が存在することになります。

社民フォーラムは政党ではありませんが、政治資金規

正法上の政治団体で正式名称は『社会民主主義フォーラ

ム』です。組織形態としてはフォーラム本部の下に都道

府県フォーラム支部となるが、事実上はその支部単位の

活動がメインとなるります。

フォーラムの考え方は、合流に移行する党員のみの組

織ではなく「護憲・平和・反核・反原発」運動を推進し

ていくことを目的とし、社民党のこれまで進めてきた社

民主義（平和・自由・平等・共生）の理念に基づき運動

をしていくため、移行する党員のみならず社民党に残留

する党員も含め加入することは可能となります。

したがって、移行する党員は合流したとしても、これ

までの運動を捨てることなく立憲の中で影響力を行使し

ていくこととなります。

11 月７日に「社民フォーラム」全国設立準備会が開催

され、８日に東北ブロック設立準備会が開催されました。

具体的な組織形態や規約、財政関連など未確定部分も

ありますが、早急に確定させながら、なお、現在の党員

個々の意思確認スケジュールに合わせてフォーラムへの

加入なども意思確認することになると思われます。

なお、フォーラムは立憲民主との折衝窓口となります。



2020 反核燃秋の共同行動に従来の 1.5 倍の 46名参加！
2020 反核燃秋の共同行動・むつ行動が来さまい館イベ

ントホールで開催されました。コロナ禍もあり、30名を

目標に取り組みましたが、中間貯蔵施設が認可直後とい

うこともあり、報道関係も含めると 46 名が参加しました。

集会は現地集会実行委員長の中嶋寿樹さん（核燃・原

発をなくす下北の会代表）の挨拶に続き、八戸市より駆

けつけていただいた浅石紘爾さん（核燃サイクル阻止一

万人訴訟原告団団長・弁護士）から中間貯蔵施設や再処

理工場の危険性についてわかりやすく基調講演をいただ

きました。また、現在進めている「青森県を高レベル放

射性廃棄物処分場にしない県民条例を制定する会」への

署名行動への協力要請がありました。

講演後は「大間原発に反対する会｣の佐藤亮一さん、六

ヶ所村「花とハーブの里｣の菊川慶子さん、「脱原発をめ

ざす首長の会」の|木下干代洽さんから連帯の挨拶があり

ました。また、野党３市議も全員顔を揃いました。

最後に中間貯蔵施設に反対する集会宣言を採択し、全

員で下北半島を核のゴミから守る闘いを進めることを確

認し合いました。総支部からも目時代表以下５名が参加

しました。

また、翌 15日には青森市で同様の集会があり、鹿内県

議や今村さん、浅石さん、北海道からの参加者などが挨

拶や講演を行いました。また、９月６日に逝去された奥

本征雄さんを悼んで黙祷が捧げられました。

集会の模様が掲載されました（講演する浅石弁護士） デーリー東北 11/15

★次ページに９月９日に「核の中間貯蔵はいらない！下北の会」がむつ市へ提出した質問状の回答を

掲載しています。納得のいかない点も多く、12月議会で杉浦市議を通じて掘り下げたいと思います。

中嶋実行委員長

佐藤亮一さん

下北の自治体でもこうした取り組み

が始まりました。「県民エナジー㈱」

は大間の風力発電などを運営する大手

電力に頼らないエネルギー社会を目指

す脱原発を標榜する団体です。

「ウィークしもきた」より転載（10/27 号）




